
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

持続可能な社会へ

金融機関のCSR（企業の社会的責任）への取組みが広がっている。今月号はCSRについ

ての考察を行っている。

昨今CSRの概念はコンプライアンスなどを包含した広い概念でとらえられるようになっ

ており，単に環境問題への取組みだけを指すものではなくなっている。幅広い分野で，企

業自らが企業市民として地域社会の健全な発展に積極的に取り組むようになっている。ま

た，かつて見られたメセナなどのように企業利益の社会還元といった色彩の強い社会貢献

とは異なり，最近のCSRは自らの本来業務の中に社会貢献につながる事項を取り込んで展

開しているのが特徴的な変化だ。融資審査項目に環境基準を組み込むことなどがその良い

例だ。企業本来の使命を再認識し，地域社会の一員として地域の発展に貢献するように本

来業務そのものの質的向上を図っている様子が見える。

仕事というものは，それが社会のために役立っているという自覚が持てるときに喜びを

感じるものである。私自身も研究員に同行していくつかの金融機関で話を聞かせていただ

いたが，CSR推進担当者の真摯な取組姿勢とその目の輝きが印象的であった。自らの組織

が地域社会の発展に役立っていることの喜びが満面にあふれているのである。CSRへの取

組みの効果は，外部からの企業評価の高まりだけでなく，企業内部の社員のモチベーショ

ン向上といった形でも表れてくる。

そもそも「企業の社会的責任」が問われ始めたのは，20世紀の半ばに見られた公害に端

を発している。しかし科学技術の進歩により，製造業に限らずサービス業も含めて企業活

動が社会に与える影響範囲が拡大しており企業の社会的性格はますます大きくなってい

る。社会の健全な発展を阻害するような企業は生き残っていけなくなっている。公害のよ

うに環境負荷を与える行為のみならず，経済活動における社会的な不正行為も社会は許さ

ない。「持続可能性」という言葉は，地球環境の持続可能性と同時に不正のない健全な社

会の持続可能性という次元でも使われるようになっている。CSRが企業に抵抗なく受け入

れられるようになっているのにはこうした背景もあるだろう。

ともあれ，開発による森林の消失や砂漠化の進行，廃棄物等による海洋や河川の汚染，

さらには二酸化炭素の増加による地球温暖化の進行は今も続いており世界共通の課題だ。

日本においても20世紀には多くの自然を破壊してきた。都市化が進行し地域社会が崩壊の

危機にもさらされている。単純素朴な考えだが，きれいな山や川そして海を復活させ自然

と融合した地域社会を再生することが成熟社会を迎えた日本の課題ではないかと思う。地

域社会を再生させ環境整備モデル国となり世界のリーダーシップを取るぐらいの気構えを

持ちたい。

地域社会においては農林水産業が担う役割は大きいし，農協等の協同組合組織は元々，

相互扶助により地域の発展を目的とした組織である。地域再生の要となる活躍を期待した

い。

（（株）農林中金総合研究所取締役調査第二部長　都俊生・みやことしお）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2006年８月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・WTＯ体制下に入るベトナム農業

・ベトナム水産業の発展メカニズム

――養殖エビを中心とする輸出指向型水産業の成立過程――

・インドにおける経済・貿易自由化とその影響

――グローバリゼーションとインド――

・インドの食料需給と農産物貿易

・米国のトウモロコシ需要増と米・中・日穀物貿易への影響

――トウモロコシエタノール生産促進を中心に――

・これからの水産物流通を考える

【協同組合】

・2004年度の農協経営の動向

・林業危機下における森林の集団的管理に対する

組合員の意識

――17年度森林組合員アンケート結果から――

・経営改善の手を打ちつつ集落営農組織化にも

注力するＪＡ岩手ふるさと

【組合金融】

・組合員・利用者の年齢別にみたＪＡ貯金，

貸出金の残高構成比

【国内経済金融】

・住友信託銀行のCSR戦略

【海外経済金融】

・米国クレジットユニオンの個人ローン戦略－１

――メイン州 university credit union――

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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